
はじめに
本稿では、2026年3月決算の半期報告書の開示に関
する留意事項について解説を行う。本稿が対象とする半
期報告書は、連結財規第1編及び第3編により第一種中
間連結財務諸表を作成している場合を想定している。
また、指定国際会計基準及び修正国際会計基準に関す
る記載については述べておらず、これらに基づく開示を
行う会社においては、注意が必要である。
本稿で使用する半期報告書の記載事例は、公益財団法
人財務会計基準機構の作成した『半期報告書の作成要
領』（2025年9月期提出用）を参考にしている。
なお、本稿で使用されている法令又は会計基準等の略
語の正式名称については、末尾に掲載している。

2026年3月期の半期報告書作成に係る主な改正点
2026年3月期の半期報告書を作成するにあたり、新
たに適用される法令及び会計基準等に関連する主な改正
点を下表にまとめている。
なお、下表のページは、本稿におけるページ数を意味
している。

1.ﾠ 「金融審議会ディスクロージャーワー
キング・グループ報告」の提言（令和
5年開示府令等の一部改正府令）に関
する事項

項　目 ページ

第一部　企業情報
第2　事業の状況
第23．重要な契約等 4

2.ﾠ スタートアップへの資金供給の促進関
係（令和7年開示府令等の一部改正府
令）に関する事項

項　目 ページ

第一部　企業情報
第3　提出会社の状況

1．株式等の状況
●　 発行済株式総数、資本金等の推移 5

3.ﾠ グローバル・ミニマム課税制度に関す
る会計処理及び開示（実務対応報告第
46号の適用）に関する事項

項　目 ページ

第一部　企業情報
第4　経理の状況

1．中間連結財務諸表
●　 注記事項（中間連結損益計算書関係） 8

4.ﾠ 新リース会計基準等を早期適用する場
合の会計処理等に関する事項

項　目 ページ

第一部　企業情報
第1　企業の概況
　 ●　主要な経営指標等の推移

第4　経理の状況
　 ●　冒頭記載
1．中間連結財務諸表

●　 注記事項（会計方針の変更等）
●　 注記事項（金融商品関係）

3

6

6
8

5.ﾠ 上場企業等が保有するベンチャーキャ
ピタル（VC）ファンドの出資持分に
係る会計上の取扱い（改正金融商品実
務指針の早期適用）に関する事項

項　目 ページ

第一部　企業情報
第4　経理の状況

1．中間連結財務諸表
●　注記事項（会計方針の変更等） 8

上記の他に、2025年3月11日に「2024年年次改善プ
ロジェクトによる企業会計基準等の改正」（包括利益の
表示に関する改正、特別法人事業税の取扱いに関する改
正、種類株式の取扱いに関する改正）が公表されてお
り、下記のとおり、2026年3月期の半期報告書におい
て適用される。

2026年3月決算の半期報告書の開示に関
する留意事項

公認会計士　山
や ま だ

田ﾠ正
まさあき

顕

会計・監査
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改正項目 適用時期等

包括利益の表示に関す
る改正

2025年4月1日以後最初に開始する連結会計年度の期首から適用する（改正包括利益会計基準第
16-6項及び第42-3項並びに改正株主資本適用指針第14-4項）。

特別法人事業税の取扱
いに関する改正

2025年4月1日以後最初に開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用する（改正法人税
等会計基準第20-4項及び第44項並びに改正税効果適用指針第65-4項及び第164項）。

種類株式の取扱いに関
する改正

改正実務対応報告第10号では、適用時期等について次のように定められている。
●　 2025年4月1日以後最初に開始する連結会計年度及び事業年度の期首以後取得する種類株式
について適用する。

●　 2025年4月1日以後最初に開始する連結会計年度及び事業年度の期首より前に取得した種類
株式のうち、2025年4月1日以後最初に開始する連結会計年度及び事業年度の前連結会計年
度及び前事業年度の末日において保有する種類株式については、次のいずれかの方法を選
択できる。

　　①　 従前の会計方針を継続する。
　　②　 改正実務対応報告第10号を2025年3月31日以後最初に終了する連結会計年度及び事業

年度の末日から将来にわたって適用する。
　　③　 改正実務対応報告第10号を2025年4月1日以後最初に開始する連結会計年度及び事業

年度の期首から将来にわたって適用する。

2026年3月期の半期報告書作成に係る主な留意
点
半期報告書作成に係る主な留意事項は以下のとおりで
ある。

第一部　企業情報

第1　企業の概況

1　主要な経
営指標等の推
移

　新リース会計基準等は、2025年4月1日以後開始する年度の期首から適用す
ることができるとされており（新リース会計基準第58項ただし書き）、適用初
年度においては、以下の方法が認められている。
①　 新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する方法（以下「原則的

な方法」という）（新リース適用指針第118項本文）
②　 経過措置として、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し

た場合の適用初年度の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余金に加
減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する方法（以下「新リース
適用指針118項ただし書きの方法」という）（新リース適用指針第118項た
だし書き）

　新リース会計基準等を早期適用した場合、主要な経営指標等の推移の記載に
ついて、次の事項に留意が必要となる。
①　 原則的な方法に従い遡及適用を行った場合は、主要な経営指標等の推移の
記載について、遡及適用の内容を反映しなければならない。また、遡及適
用の内容を反映した場合は、その旨を注記しなければならない。

②　 新リース適用指針第118項ただし書きの方法を適用した場合、経過措置に
重要性があるときは、会計方針の変更に関する注記と同様に、当該経過措
置に係る記載を行うことになると考えられる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

記載上の注意（5）
開示ガイドライン

5-12-2及び24の5-7

　（作成要領10ページ）

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び
前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡っ
て適用した後の指標等となっている。

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用し、「リース
に関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日）第118項ただし書きを適
用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、当中間連結会計期間に係
る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と
なっている。

第2　事業の状況

3　重要な契
約等

開示府令が改正されている。改正の概要は以下のとおりであり、2025年3月期
の有価証券報告書において既に適用されている開示に関連した事項である。
（1）　開示項目名の変更
　開示項目名が「経営上の重要な契約等」から「重要な契約等」に変更されて
いる。これは、「経営上」という文言が含まれているがゆえに典型的な経営上の
契約以外の契約の開示が十分になされてこなかったと考えられ、「経営上」とい
う点に重きを置くものではないことを明確化することを意図している。
（2）　開示対象となる契約の明確化
　従前から例示されていた項目（事業の賃貸借契約、経営の委任契約、他人と
事業上の損益全部を共通にする契約、技術援助契約、合併、事業譲受、事業譲
渡、株式交換、株式移転、株式交付、会社分割等）に加えて、以下に関する合
意についての記載が求められることが明確化された。
　①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　③　ローン契約と社債に付される財務上の特約

　なお、例示されている類型に該当しない場合であっても、企業にとって重要
な契約等である場合には開示を行う必要がある点に留意が必要である。また、
法的拘束力を有する合意が開示対象となるため、口頭の合意であったとしても、
当該合意が法的拘束力を有する場合には、開示の対象になると考えられる。

　主な開示項目及び留意点は以下のとおりである。
①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社（提出会社が持株会社
の場合には、その子会社を含む。）が、提出会社の株主（完全親会社を除く）と
の間で、以下のガバナンスに影響を及ぼし得る合意を含む契約（重要性の乏し
いものを除く。）を締結した場合又は当該契約に重要な変更若しくは解約があっ
た場合、当該契約の概要や合意の目的及び、当該合意に係る意思決定に至る過
程、当該合意がガバナンスに及ぼす影響等を具体的に開示する。
　（a）　役員候補者指名権の合意
　（b）　議決権行使内容を拘束する合意
　（c）　事前承諾事項等に関する合意
　（留意事項）
　・ 提出会社の株主が完全親会社である場合を除き、親会社との契約について

も開示対象となる。
　・ 「提出会社の株主」とは名義株主を指す。ただし、いわゆる実質株主との間
で合意を締結しており、当該株主が実質株主であることを提出会社が把握
している場合には、これを任意に開示することが望ましいと考えられる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響を踏まえ、個別事案ご
とに実態に即して判断する。

記載上の注意（9）
開示府令第19条第

2項第12号の4及び
第20号
開示ガイドライン

5-6、5-17から5-17-7
及び24の5-7
パブコメ（重要な
契約等）No.9、13
から17、42から44、
48、49、64、65、
83、84、89、125
及び126

②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社が、提出会社の株主（大
量保有報告書を提出した株主）との間で、以下の株主保有株式の処分等に関す
る合意を含む契約（重要性の乏しいものを除く。）を締結した場合又は当該契約
に重要な変更若しくは解約があった場合、当該契約の概要や合意の目的、当該
合意に係る意思決定に至る過程等を具体的に開示する。
　（a）　保有株式の譲渡等の禁止・制限の合意
　（b）　保有株式の買増しの禁止に関する合意
　（c）　株式の保有比率の維持の合意
　（d）　契約解消時の保有株式の売渡請求の合意
　（留意事項）
　・ 株主単独での持分が5%以下となる場合であっても共同保有者として大量保

有報告書が提出されている場合には、当該共同保有者との合意も開示対象
となる。

　・ 未公表の重要事実に関連して締結されたものであって、これらの合意が、
未公表の重要事実に関する交渉又は検討に係る期間を踏まえて一定の期間
に限り有効なものである場合は「重要性の乏しいもの」として開示対象外
となる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響の程度や当該契約が通
常の事業過程において締結されたものであるか否か等を考慮して、個別事
案ごとに実態に即して判断する。

③　ローン契約と社債に付される財務上の特約
　 　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社又はその連結子会社
が、財務上の特約が付されたローン契約の締結又は財務上の特約が付された
社債の発行をした場合において、これらの財務上の特約が連結会社の財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性の
あるものであるときは、当該ローン契約又は社債の概要、財務上の特約の内
容及び財務上の特約が付された年月日を開示する。

　 　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した財
務上の特約その他当該提出会社若しくは当該連結会社の財政状態、経営成績
及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性のある特約が付
されたローン契約又は社債について、以下について開示する。

　　（a）　 弁済期限若しくは償還期限又はこれらの特約の内容の変更（当該特約
に定める事由及び当該事由の発生があった場合の効果に照らして軽微
なものを除く。）があった場合には、当該変更の内容及び年月日

　　（b）　 これらの特約に定める一定の事由の発生があった場合には、その事
由の内容及び当該事由が発生した年月日並びに当該事由を解消し、又
は改善するための対応策

　（留意事項）
　・ 「財務上の特約」とは開示府令第19条第2項第12号の4又は第20号に規定す

る半期報告書提出会社又はその連結子会社が、「財務指標があらかじめ定め
た基準を維持することができない事由が生じたことを条件として当該提出
会社が期限の利益を喪失する旨の特約」を指す。

　・ 対象となるローン契約又は社債は、債務の元本の額又は社債の発行価額の
総額が、最近事業年度の末日における連結純資産額の10%以上に相当する
ものである。ただし、ノンリコースローンの場合は、その残高が連結純資
産額の10%以上である場合であっても、当該資産又は収益の評価額等に照
らして想定される損失の額が当該基準を下回ることが明らかである場合に
は開示を要しない。

　・ 「財務上の特約」に定められた事由が生じていない段階から開示が必要であ
る。

　・ 開示対象は「財務上の特約」に限られず、投資者の投資判断に重要な影響
を及ぼすと考えられるものについても開示が求められる。

　・ 開示対象となる「財務上の特約」には連結子会社との間で締結するものは
含まれない。

第3　提出会社の状況

1　株式等の
状況
　（４）発行済
株式総数、資
本金等の推移

　開示府令が改正され、事後交付型株式による株券の交付が行われた場合の記
載が追加された。
　所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は
店頭売買有価証券に該当するものに限る。）を交付する旨の定めに基づく株券の
交付（以下「事後交付型株式による株券の交付」という）による発行済株式総
数、資本金及び資本準備金の増加については、当中間会計期間中のそれぞれの
合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるものである旨を欄外
に記載する。

記載上の注意（14）
b

第4　経理の状況

冒頭記載 　新リース会計基準等を早期適用する場合、経理の状況の冒頭に連結財規等の
附則に基づいている旨の記載をすることが望ましいと考えられる（作成要領81
ページ　作成にあたってのポイント④）。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領76ページ）

1．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に
関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」とい
う。）に基づいて作成している。
　なお、当中間連結会計期間（○年4月1日から○年9月30日まで）は、「財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則及び連結財務諸表の用語、
様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（令和7年3月24
日内閣府令第20号）附則第3条第1項ただし書きにより、改正後の連結財務
諸表規則に基づいて作成している。
　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げ
る会社に該当し、連結財務諸表規則第1編及び第3編の規定により第1種中間
連結財務諸表を作成している。

記載上の注意（18）

1　中間連結
財務諸表

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針第118項ただ
し書きの方法を適用する借手は、適用初年度の比較情報について、新たな表示
方法による組替えを行わない。

新リース適用指針
第136項

注記事項
（会計方針の変
更等）
新リース会計
基準の早期適
用

　新リース会計基準等を早期適用する場合には、原則的な方法と新リース適用
指針118項ただし書きの方法が認められている。また、実務上の負担を軽減す
るための経過措置が設けられている。これらの経過措置を適用する場合におい
て、重要性があるときは、当該経過措置に係る記載を行うことになると考えら
れる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、原則的な方法の記載事例は以下
のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

　（作成要領124ページ）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。これらの会計
方針の変更は遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度につい
ては遡及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっている。
　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前中間連結会計期間の売上高が
XXX百万円減少し、売上原価はXXX百万円減少し、販売費及び一般管理費は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円増加し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。また、前連結会計年度の
有形固定資産はXXX百万円増加し、無形固定資産の「その他」はXXX百万円
増加し、流動負債の「その他」はXXX百万円増加し、固定負債の「その他」
はXXX百万円増加している。さらに、前連結会計年度の期首の純資産に累積
的影響額が反映されたことにより前連結会計年度の利益剰余金の期首残高は
XXX百万円減少している。

　また、新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針118項
ただし書きの方法の記載事例は以下のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

以下の経過措置を適用する。
・ リース適用指針第119項（1）に従って、適用初年度の前連結会計年度の期末日
において「リース取引に関する会計基準」（2007年3月30日。以下「企業会
計基準第13号」という。）を適用しているリース取引については、契約にリー
スが含まれているか否かを判断することを行わないこと

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131

・ リース適用指針第119項（2）に従って、適用初年度の期首時点で存在する企業
会計基準第13号を適用していない契約については、適用初年度の期首時点で
存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含まれているか否かを判断
すること

　（作成要領126ページ及び128ページを基に筆者作成）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。

（1）　借手及び貸手
　リース会計基準等の適用については、「リースに関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日。以下「リース適用
指針」という。）第118項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、
当中間連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を当中間連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残
高から新たな会計方針を適用している。当該経過的な取扱いの適用にあたっ
て、リース適用指針第119項（1）及び（2）に定める方法を適用し、前連結会計
年度の期末日において「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13
号　2007年3月30日。以下「企業会計基準第13号」という。）を適用して
いるリース取引については契約にリースが含まれているか否かを判断するこ
とを行わずにリース会計基準等を適用し、当中間連結会計期間の期首時点で
存在する企業会計基準第13号を適用していない契約については当中間連結
会計期間の期首時点で存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含ま
れているか否かを判断している。

（2）　借手
　借手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　また、リース適用指針第136項に定める経過的な取扱いに従って、前連結
会計年度及び前中間連結会計期間について新たな表示方法による組替えを
行っていない。
　（略）

（3）貸手
　貸手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　この結果、当中間連結会計期間の売上高がXXX百万円減少し、売上原価は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円減少し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。

注記事項
（会計方針の変
更等）
改正金融商品
実務指針の早
期適用

　改正金融商品実務指針は、2025年4月1日以後開始する連結会計年度及び事
業年度の期首からの早期適用が認められている。改正金融商品実務指針を早期
適用する場合、会計方針の変更において注記をすることになると考えられる（作
成要領133ページ　作成にあたってのポイント⑩）。
　なお、改正金融商品実務指針の適用にあたっては、遡及適用が認められてい
ない点に留意が必要となる。

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131
改正金融商品実務
指針第195-20項及
び第205-2項

注記事項
（中間連結損益
計算書関係）

　国際最低課税額に対する法人税等は、「法人税、住民税及び事業税」等の適切
な科目をもって表示するとされている。この場合に、国際最低課税額に対する
法人税等に重要性があるときは、当該金額を注記する。
　また、実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会
計期間を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上し
ない場合には、その旨を注記する。

　実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会計期間
を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上しない場
合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領144ページ）

　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計
処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　2024年3月22日）
第7項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低
課税額に対する法人税等を計上していない。

連結財規第170条
実務対応報告第46
号第7項、第9項、第
10項及び第13項

注記事項
（金融商品関
係）

新リース会計基準等を早期適用する場合、リース負債については、金融商品の
時価等に関する注記の対象外となる。

連結財規第111条
金融商品時価開示
適用指針第4項

以　上

項　目 留　意　点 備　考
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項　目 留　意　点 備　考

第一部　企業情報

第1　企業の概況

1　主要な経
営指標等の推
移

　新リース会計基準等は、2025年4月1日以後開始する年度の期首から適用す
ることができるとされており（新リース会計基準第58項ただし書き）、適用初
年度においては、以下の方法が認められている。
①　 新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する方法（以下「原則的

な方法」という）（新リース適用指針第118項本文）
②　 経過措置として、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し

た場合の適用初年度の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余金に加
減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する方法（以下「新リース
適用指針118項ただし書きの方法」という）（新リース適用指針第118項た
だし書き）

　新リース会計基準等を早期適用した場合、主要な経営指標等の推移の記載に
ついて、次の事項に留意が必要となる。
①　 原則的な方法に従い遡及適用を行った場合は、主要な経営指標等の推移の
記載について、遡及適用の内容を反映しなければならない。また、遡及適
用の内容を反映した場合は、その旨を注記しなければならない。

②　 新リース適用指針第118項ただし書きの方法を適用した場合、経過措置に
重要性があるときは、会計方針の変更に関する注記と同様に、当該経過措
置に係る記載を行うことになると考えられる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

記載上の注意（5）
開示ガイドライン

5-12-2及び24の5-7

　（作成要領10ページ）

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び
前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡っ
て適用した後の指標等となっている。

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用し、「リース
に関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日）第118項ただし書きを適
用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、当中間連結会計期間に係
る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と
なっている。

第2　事業の状況

3　重要な契
約等

開示府令が改正されている。改正の概要は以下のとおりであり、2025年3月期
の有価証券報告書において既に適用されている開示に関連した事項である。
（1）　開示項目名の変更
　開示項目名が「経営上の重要な契約等」から「重要な契約等」に変更されて
いる。これは、「経営上」という文言が含まれているがゆえに典型的な経営上の
契約以外の契約の開示が十分になされてこなかったと考えられ、「経営上」とい
う点に重きを置くものではないことを明確化することを意図している。
（2）　開示対象となる契約の明確化
　従前から例示されていた項目（事業の賃貸借契約、経営の委任契約、他人と
事業上の損益全部を共通にする契約、技術援助契約、合併、事業譲受、事業譲
渡、株式交換、株式移転、株式交付、会社分割等）に加えて、以下に関する合
意についての記載が求められることが明確化された。
　①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　③　ローン契約と社債に付される財務上の特約

　なお、例示されている類型に該当しない場合であっても、企業にとって重要
な契約等である場合には開示を行う必要がある点に留意が必要である。また、
法的拘束力を有する合意が開示対象となるため、口頭の合意であったとしても、
当該合意が法的拘束力を有する場合には、開示の対象になると考えられる。

　主な開示項目及び留意点は以下のとおりである。
①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社（提出会社が持株会社
の場合には、その子会社を含む。）が、提出会社の株主（完全親会社を除く）と
の間で、以下のガバナンスに影響を及ぼし得る合意を含む契約（重要性の乏し
いものを除く。）を締結した場合又は当該契約に重要な変更若しくは解約があっ
た場合、当該契約の概要や合意の目的及び、当該合意に係る意思決定に至る過
程、当該合意がガバナンスに及ぼす影響等を具体的に開示する。
　（a）　役員候補者指名権の合意
　（b）　議決権行使内容を拘束する合意
　（c）　事前承諾事項等に関する合意
　（留意事項）
　・ 提出会社の株主が完全親会社である場合を除き、親会社との契約について

も開示対象となる。
　・ 「提出会社の株主」とは名義株主を指す。ただし、いわゆる実質株主との間
で合意を締結しており、当該株主が実質株主であることを提出会社が把握
している場合には、これを任意に開示することが望ましいと考えられる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響を踏まえ、個別事案ご
とに実態に即して判断する。

記載上の注意（9）
開示府令第19条第

2項第12号の4及び
第20号
開示ガイドライン

5-6、5-17から5-17-7
及び24の5-7
パブコメ（重要な
契約等）No.9、13
から17、42から44、
48、49、64、65、
83、84、89、125
及び126

②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社が、提出会社の株主（大
量保有報告書を提出した株主）との間で、以下の株主保有株式の処分等に関す
る合意を含む契約（重要性の乏しいものを除く。）を締結した場合又は当該契約
に重要な変更若しくは解約があった場合、当該契約の概要や合意の目的、当該
合意に係る意思決定に至る過程等を具体的に開示する。
　（a）　保有株式の譲渡等の禁止・制限の合意
　（b）　保有株式の買増しの禁止に関する合意
　（c）　株式の保有比率の維持の合意
　（d）　契約解消時の保有株式の売渡請求の合意
　（留意事項）
　・ 株主単独での持分が5%以下となる場合であっても共同保有者として大量保

有報告書が提出されている場合には、当該共同保有者との合意も開示対象
となる。

　・ 未公表の重要事実に関連して締結されたものであって、これらの合意が、
未公表の重要事実に関する交渉又は検討に係る期間を踏まえて一定の期間
に限り有効なものである場合は「重要性の乏しいもの」として開示対象外
となる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響の程度や当該契約が通
常の事業過程において締結されたものであるか否か等を考慮して、個別事
案ごとに実態に即して判断する。

③　ローン契約と社債に付される財務上の特約
　 　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社又はその連結子会社
が、財務上の特約が付されたローン契約の締結又は財務上の特約が付された
社債の発行をした場合において、これらの財務上の特約が連結会社の財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性の
あるものであるときは、当該ローン契約又は社債の概要、財務上の特約の内
容及び財務上の特約が付された年月日を開示する。

　 　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した財
務上の特約その他当該提出会社若しくは当該連結会社の財政状態、経営成績
及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性のある特約が付
されたローン契約又は社債について、以下について開示する。

　　（a）　 弁済期限若しくは償還期限又はこれらの特約の内容の変更（当該特約
に定める事由及び当該事由の発生があった場合の効果に照らして軽微
なものを除く。）があった場合には、当該変更の内容及び年月日

　　（b）　 これらの特約に定める一定の事由の発生があった場合には、その事
由の内容及び当該事由が発生した年月日並びに当該事由を解消し、又
は改善するための対応策

　（留意事項）
　・ 「財務上の特約」とは開示府令第19条第2項第12号の4又は第20号に規定す

る半期報告書提出会社又はその連結子会社が、「財務指標があらかじめ定め
た基準を維持することができない事由が生じたことを条件として当該提出
会社が期限の利益を喪失する旨の特約」を指す。

　・ 対象となるローン契約又は社債は、債務の元本の額又は社債の発行価額の
総額が、最近事業年度の末日における連結純資産額の10%以上に相当する
ものである。ただし、ノンリコースローンの場合は、その残高が連結純資
産額の10%以上である場合であっても、当該資産又は収益の評価額等に照
らして想定される損失の額が当該基準を下回ることが明らかである場合に
は開示を要しない。

　・ 「財務上の特約」に定められた事由が生じていない段階から開示が必要であ
る。

　・ 開示対象は「財務上の特約」に限られず、投資者の投資判断に重要な影響
を及ぼすと考えられるものについても開示が求められる。

　・ 開示対象となる「財務上の特約」には連結子会社との間で締結するものは
含まれない。

第3　提出会社の状況

1　株式等の
状況
　（４）発行済
株式総数、資
本金等の推移

　開示府令が改正され、事後交付型株式による株券の交付が行われた場合の記
載が追加された。
　所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は
店頭売買有価証券に該当するものに限る。）を交付する旨の定めに基づく株券の
交付（以下「事後交付型株式による株券の交付」という）による発行済株式総
数、資本金及び資本準備金の増加については、当中間会計期間中のそれぞれの
合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるものである旨を欄外
に記載する。

記載上の注意（14）
b

第4　経理の状況

冒頭記載 　新リース会計基準等を早期適用する場合、経理の状況の冒頭に連結財規等の
附則に基づいている旨の記載をすることが望ましいと考えられる（作成要領81
ページ　作成にあたってのポイント④）。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領76ページ）

1．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に
関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」とい
う。）に基づいて作成している。
　なお、当中間連結会計期間（○年4月1日から○年9月30日まで）は、「財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則及び連結財務諸表の用語、
様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（令和7年3月24
日内閣府令第20号）附則第3条第1項ただし書きにより、改正後の連結財務
諸表規則に基づいて作成している。
　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げ
る会社に該当し、連結財務諸表規則第1編及び第3編の規定により第1種中間
連結財務諸表を作成している。

記載上の注意（18）

1　中間連結
財務諸表

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針第118項ただ
し書きの方法を適用する借手は、適用初年度の比較情報について、新たな表示
方法による組替えを行わない。

新リース適用指針
第136項

注記事項
（会計方針の変
更等）
新リース会計
基準の早期適
用

　新リース会計基準等を早期適用する場合には、原則的な方法と新リース適用
指針118項ただし書きの方法が認められている。また、実務上の負担を軽減す
るための経過措置が設けられている。これらの経過措置を適用する場合におい
て、重要性があるときは、当該経過措置に係る記載を行うことになると考えら
れる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、原則的な方法の記載事例は以下
のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

　（作成要領124ページ）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。これらの会計
方針の変更は遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度につい
ては遡及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっている。
　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前中間連結会計期間の売上高が
XXX百万円減少し、売上原価はXXX百万円減少し、販売費及び一般管理費は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円増加し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。また、前連結会計年度の
有形固定資産はXXX百万円増加し、無形固定資産の「その他」はXXX百万円
増加し、流動負債の「その他」はXXX百万円増加し、固定負債の「その他」
はXXX百万円増加している。さらに、前連結会計年度の期首の純資産に累積
的影響額が反映されたことにより前連結会計年度の利益剰余金の期首残高は
XXX百万円減少している。

　また、新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針118項
ただし書きの方法の記載事例は以下のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

以下の経過措置を適用する。
・ リース適用指針第119項（1）に従って、適用初年度の前連結会計年度の期末日
において「リース取引に関する会計基準」（2007年3月30日。以下「企業会
計基準第13号」という。）を適用しているリース取引については、契約にリー
スが含まれているか否かを判断することを行わないこと

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131

・ リース適用指針第119項（2）に従って、適用初年度の期首時点で存在する企業
会計基準第13号を適用していない契約については、適用初年度の期首時点で
存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含まれているか否かを判断
すること

　（作成要領126ページ及び128ページを基に筆者作成）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。

（1）　借手及び貸手
　リース会計基準等の適用については、「リースに関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日。以下「リース適用
指針」という。）第118項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、
当中間連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を当中間連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残
高から新たな会計方針を適用している。当該経過的な取扱いの適用にあたっ
て、リース適用指針第119項（1）及び（2）に定める方法を適用し、前連結会計
年度の期末日において「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13
号　2007年3月30日。以下「企業会計基準第13号」という。）を適用して
いるリース取引については契約にリースが含まれているか否かを判断するこ
とを行わずにリース会計基準等を適用し、当中間連結会計期間の期首時点で
存在する企業会計基準第13号を適用していない契約については当中間連結
会計期間の期首時点で存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含ま
れているか否かを判断している。

（2）　借手
　借手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　また、リース適用指針第136項に定める経過的な取扱いに従って、前連結
会計年度及び前中間連結会計期間について新たな表示方法による組替えを
行っていない。
　（略）

（3）貸手
　貸手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　この結果、当中間連結会計期間の売上高がXXX百万円減少し、売上原価は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円減少し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。

注記事項
（会計方針の変
更等）
改正金融商品
実務指針の早
期適用

　改正金融商品実務指針は、2025年4月1日以後開始する連結会計年度及び事
業年度の期首からの早期適用が認められている。改正金融商品実務指針を早期
適用する場合、会計方針の変更において注記をすることになると考えられる（作
成要領133ページ　作成にあたってのポイント⑩）。
　なお、改正金融商品実務指針の適用にあたっては、遡及適用が認められてい
ない点に留意が必要となる。

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131
改正金融商品実務
指針第195-20項及
び第205-2項

注記事項
（中間連結損益
計算書関係）

　国際最低課税額に対する法人税等は、「法人税、住民税及び事業税」等の適切
な科目をもって表示するとされている。この場合に、国際最低課税額に対する
法人税等に重要性があるときは、当該金額を注記する。
　また、実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会
計期間を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上し
ない場合には、その旨を注記する。

　実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会計期間
を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上しない場
合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領144ページ）

　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計
処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　2024年3月22日）
第7項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低
課税額に対する法人税等を計上していない。

連結財規第170条
実務対応報告第46
号第7項、第9項、第
10項及び第13項

注記事項
（金融商品関
係）

新リース会計基準等を早期適用する場合、リース負債については、金融商品の
時価等に関する注記の対象外となる。

連結財規第111条
金融商品時価開示
適用指針第4項

以　上
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項　目 留　意　点 備　考

第一部　企業情報

第1　企業の概況

1　主要な経
営指標等の推
移

　新リース会計基準等は、2025年4月1日以後開始する年度の期首から適用す
ることができるとされており（新リース会計基準第58項ただし書き）、適用初
年度においては、以下の方法が認められている。
①　 新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する方法（以下「原則的

な方法」という）（新リース適用指針第118項本文）
②　 経過措置として、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し

た場合の適用初年度の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余金に加
減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する方法（以下「新リース
適用指針118項ただし書きの方法」という）（新リース適用指針第118項た
だし書き）

　新リース会計基準等を早期適用した場合、主要な経営指標等の推移の記載に
ついて、次の事項に留意が必要となる。
①　 原則的な方法に従い遡及適用を行った場合は、主要な経営指標等の推移の
記載について、遡及適用の内容を反映しなければならない。また、遡及適
用の内容を反映した場合は、その旨を注記しなければならない。

②　 新リース適用指針第118項ただし書きの方法を適用した場合、経過措置に
重要性があるときは、会計方針の変更に関する注記と同様に、当該経過措
置に係る記載を行うことになると考えられる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

記載上の注意（5）
開示ガイドライン

5-12-2及び24の5-7

　（作成要領10ページ）

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び
前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡っ
て適用した後の指標等となっている。

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用し、「リース
に関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日）第118項ただし書きを適
用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、当中間連結会計期間に係
る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と
なっている。

第2　事業の状況

3　重要な契
約等

開示府令が改正されている。改正の概要は以下のとおりであり、2025年3月期
の有価証券報告書において既に適用されている開示に関連した事項である。
（1）　開示項目名の変更
　開示項目名が「経営上の重要な契約等」から「重要な契約等」に変更されて
いる。これは、「経営上」という文言が含まれているがゆえに典型的な経営上の
契約以外の契約の開示が十分になされてこなかったと考えられ、「経営上」とい
う点に重きを置くものではないことを明確化することを意図している。
（2）　開示対象となる契約の明確化
　従前から例示されていた項目（事業の賃貸借契約、経営の委任契約、他人と
事業上の損益全部を共通にする契約、技術援助契約、合併、事業譲受、事業譲
渡、株式交換、株式移転、株式交付、会社分割等）に加えて、以下に関する合
意についての記載が求められることが明確化された。
　①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　③　ローン契約と社債に付される財務上の特約

　なお、例示されている類型に該当しない場合であっても、企業にとって重要
な契約等である場合には開示を行う必要がある点に留意が必要である。また、
法的拘束力を有する合意が開示対象となるため、口頭の合意であったとしても、
当該合意が法的拘束力を有する場合には、開示の対象になると考えられる。

　主な開示項目及び留意点は以下のとおりである。
①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社（提出会社が持株会社
の場合には、その子会社を含む。）が、提出会社の株主（完全親会社を除く）と
の間で、以下のガバナンスに影響を及ぼし得る合意を含む契約（重要性の乏し
いものを除く。）を締結した場合又は当該契約に重要な変更若しくは解約があっ
た場合、当該契約の概要や合意の目的及び、当該合意に係る意思決定に至る過
程、当該合意がガバナンスに及ぼす影響等を具体的に開示する。
　（a）　役員候補者指名権の合意
　（b）　議決権行使内容を拘束する合意
　（c）　事前承諾事項等に関する合意
　（留意事項）
　・ 提出会社の株主が完全親会社である場合を除き、親会社との契約について

も開示対象となる。
　・ 「提出会社の株主」とは名義株主を指す。ただし、いわゆる実質株主との間
で合意を締結しており、当該株主が実質株主であることを提出会社が把握
している場合には、これを任意に開示することが望ましいと考えられる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響を踏まえ、個別事案ご
とに実態に即して判断する。

記載上の注意（9）
開示府令第19条第

2項第12号の4及び
第20号
開示ガイドライン

5-6、5-17から5-17-7
及び24の5-7
パブコメ（重要な
契約等）No.9、13
から17、42から44、
48、49、64、65、
83、84、89、125
及び126

②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社が、提出会社の株主（大
量保有報告書を提出した株主）との間で、以下の株主保有株式の処分等に関す
る合意を含む契約（重要性の乏しいものを除く。）を締結した場合又は当該契約
に重要な変更若しくは解約があった場合、当該契約の概要や合意の目的、当該
合意に係る意思決定に至る過程等を具体的に開示する。
　（a）　保有株式の譲渡等の禁止・制限の合意
　（b）　保有株式の買増しの禁止に関する合意
　（c）　株式の保有比率の維持の合意
　（d）　契約解消時の保有株式の売渡請求の合意
　（留意事項）
　・ 株主単独での持分が5%以下となる場合であっても共同保有者として大量保

有報告書が提出されている場合には、当該共同保有者との合意も開示対象
となる。

　・ 未公表の重要事実に関連して締結されたものであって、これらの合意が、
未公表の重要事実に関する交渉又は検討に係る期間を踏まえて一定の期間
に限り有効なものである場合は「重要性の乏しいもの」として開示対象外
となる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響の程度や当該契約が通
常の事業過程において締結されたものであるか否か等を考慮して、個別事
案ごとに実態に即して判断する。

③　ローン契約と社債に付される財務上の特約
　 　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社又はその連結子会社
が、財務上の特約が付されたローン契約の締結又は財務上の特約が付された
社債の発行をした場合において、これらの財務上の特約が連結会社の財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性の
あるものであるときは、当該ローン契約又は社債の概要、財務上の特約の内
容及び財務上の特約が付された年月日を開示する。

　 　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した財
務上の特約その他当該提出会社若しくは当該連結会社の財政状態、経営成績
及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性のある特約が付
されたローン契約又は社債について、以下について開示する。

　　（a）　 弁済期限若しくは償還期限又はこれらの特約の内容の変更（当該特約
に定める事由及び当該事由の発生があった場合の効果に照らして軽微
なものを除く。）があった場合には、当該変更の内容及び年月日

　　（b）　 これらの特約に定める一定の事由の発生があった場合には、その事
由の内容及び当該事由が発生した年月日並びに当該事由を解消し、又
は改善するための対応策

　（留意事項）
　・ 「財務上の特約」とは開示府令第19条第2項第12号の4又は第20号に規定す

る半期報告書提出会社又はその連結子会社が、「財務指標があらかじめ定め
た基準を維持することができない事由が生じたことを条件として当該提出
会社が期限の利益を喪失する旨の特約」を指す。

　・ 対象となるローン契約又は社債は、債務の元本の額又は社債の発行価額の
総額が、最近事業年度の末日における連結純資産額の10%以上に相当する
ものである。ただし、ノンリコースローンの場合は、その残高が連結純資
産額の10%以上である場合であっても、当該資産又は収益の評価額等に照
らして想定される損失の額が当該基準を下回ることが明らかである場合に
は開示を要しない。

　・ 「財務上の特約」に定められた事由が生じていない段階から開示が必要であ
る。

　・ 開示対象は「財務上の特約」に限られず、投資者の投資判断に重要な影響
を及ぼすと考えられるものについても開示が求められる。

　・ 開示対象となる「財務上の特約」には連結子会社との間で締結するものは
含まれない。

第3　提出会社の状況

1　株式等の
状況
　（４）発行済
株式総数、資
本金等の推移

　開示府令が改正され、事後交付型株式による株券の交付が行われた場合の記
載が追加された。
　所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は
店頭売買有価証券に該当するものに限る。）を交付する旨の定めに基づく株券の
交付（以下「事後交付型株式による株券の交付」という）による発行済株式総
数、資本金及び資本準備金の増加については、当中間会計期間中のそれぞれの
合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるものである旨を欄外
に記載する。

記載上の注意（14）
b

第4　経理の状況

冒頭記載 　新リース会計基準等を早期適用する場合、経理の状況の冒頭に連結財規等の
附則に基づいている旨の記載をすることが望ましいと考えられる（作成要領81
ページ　作成にあたってのポイント④）。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領76ページ）

1．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に
関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」とい
う。）に基づいて作成している。
　なお、当中間連結会計期間（○年4月1日から○年9月30日まで）は、「財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則及び連結財務諸表の用語、
様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（令和7年3月24
日内閣府令第20号）附則第3条第1項ただし書きにより、改正後の連結財務
諸表規則に基づいて作成している。
　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げ
る会社に該当し、連結財務諸表規則第1編及び第3編の規定により第1種中間
連結財務諸表を作成している。

記載上の注意（18）

1　中間連結
財務諸表

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針第118項ただ
し書きの方法を適用する借手は、適用初年度の比較情報について、新たな表示
方法による組替えを行わない。

新リース適用指針
第136項

注記事項
（会計方針の変
更等）
新リース会計
基準の早期適
用

　新リース会計基準等を早期適用する場合には、原則的な方法と新リース適用
指針118項ただし書きの方法が認められている。また、実務上の負担を軽減す
るための経過措置が設けられている。これらの経過措置を適用する場合におい
て、重要性があるときは、当該経過措置に係る記載を行うことになると考えら
れる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、原則的な方法の記載事例は以下
のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

　（作成要領124ページ）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。これらの会計
方針の変更は遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度につい
ては遡及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっている。
　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前中間連結会計期間の売上高が
XXX百万円減少し、売上原価はXXX百万円減少し、販売費及び一般管理費は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円増加し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。また、前連結会計年度の
有形固定資産はXXX百万円増加し、無形固定資産の「その他」はXXX百万円
増加し、流動負債の「その他」はXXX百万円増加し、固定負債の「その他」
はXXX百万円増加している。さらに、前連結会計年度の期首の純資産に累積
的影響額が反映されたことにより前連結会計年度の利益剰余金の期首残高は
XXX百万円減少している。

　また、新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針118項
ただし書きの方法の記載事例は以下のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

以下の経過措置を適用する。
・ リース適用指針第119項（1）に従って、適用初年度の前連結会計年度の期末日
において「リース取引に関する会計基準」（2007年3月30日。以下「企業会
計基準第13号」という。）を適用しているリース取引については、契約にリー
スが含まれているか否かを判断することを行わないこと

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131

・ リース適用指針第119項（2）に従って、適用初年度の期首時点で存在する企業
会計基準第13号を適用していない契約については、適用初年度の期首時点で
存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含まれているか否かを判断
すること

　（作成要領126ページ及び128ページを基に筆者作成）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。

（1）　借手及び貸手
　リース会計基準等の適用については、「リースに関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日。以下「リース適用
指針」という。）第118項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、
当中間連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を当中間連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残
高から新たな会計方針を適用している。当該経過的な取扱いの適用にあたっ
て、リース適用指針第119項（1）及び（2）に定める方法を適用し、前連結会計
年度の期末日において「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13
号　2007年3月30日。以下「企業会計基準第13号」という。）を適用して
いるリース取引については契約にリースが含まれているか否かを判断するこ
とを行わずにリース会計基準等を適用し、当中間連結会計期間の期首時点で
存在する企業会計基準第13号を適用していない契約については当中間連結
会計期間の期首時点で存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含ま
れているか否かを判断している。

（2）　借手
　借手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　また、リース適用指針第136項に定める経過的な取扱いに従って、前連結
会計年度及び前中間連結会計期間について新たな表示方法による組替えを
行っていない。
　（略）

（3）貸手
　貸手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　この結果、当中間連結会計期間の売上高がXXX百万円減少し、売上原価は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円減少し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。

注記事項
（会計方針の変
更等）
改正金融商品
実務指針の早
期適用

　改正金融商品実務指針は、2025年4月1日以後開始する連結会計年度及び事
業年度の期首からの早期適用が認められている。改正金融商品実務指針を早期
適用する場合、会計方針の変更において注記をすることになると考えられる（作
成要領133ページ　作成にあたってのポイント⑩）。
　なお、改正金融商品実務指針の適用にあたっては、遡及適用が認められてい
ない点に留意が必要となる。

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131
改正金融商品実務
指針第195-20項及
び第205-2項

注記事項
（中間連結損益
計算書関係）

　国際最低課税額に対する法人税等は、「法人税、住民税及び事業税」等の適切
な科目をもって表示するとされている。この場合に、国際最低課税額に対する
法人税等に重要性があるときは、当該金額を注記する。
　また、実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会
計期間を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上し
ない場合には、その旨を注記する。

　実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会計期間
を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上しない場
合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領144ページ）

　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計
処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　2024年3月22日）
第7項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低
課税額に対する法人税等を計上していない。

連結財規第170条
実務対応報告第46
号第7項、第9項、第
10項及び第13項

注記事項
（金融商品関
係）

新リース会計基準等を早期適用する場合、リース負債については、金融商品の
時価等に関する注記の対象外となる。

連結財規第111条
金融商品時価開示
適用指針第4項

以　上
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項　目 留　意　点 備　考

第一部　企業情報

第1　企業の概況

1　主要な経
営指標等の推
移

　新リース会計基準等は、2025年4月1日以後開始する年度の期首から適用す
ることができるとされており（新リース会計基準第58項ただし書き）、適用初
年度においては、以下の方法が認められている。
①　 新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する方法（以下「原則的

な方法」という）（新リース適用指針第118項本文）
②　 経過措置として、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し

た場合の適用初年度の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余金に加
減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する方法（以下「新リース
適用指針118項ただし書きの方法」という）（新リース適用指針第118項た
だし書き）

　新リース会計基準等を早期適用した場合、主要な経営指標等の推移の記載に
ついて、次の事項に留意が必要となる。
①　 原則的な方法に従い遡及適用を行った場合は、主要な経営指標等の推移の
記載について、遡及適用の内容を反映しなければならない。また、遡及適
用の内容を反映した場合は、その旨を注記しなければならない。

②　 新リース適用指針第118項ただし書きの方法を適用した場合、経過措置に
重要性があるときは、会計方針の変更に関する注記と同様に、当該経過措
置に係る記載を行うことになると考えられる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

記載上の注意（5）
開示ガイドライン

5-12-2及び24の5-7

　（作成要領10ページ）

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び
前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡っ
て適用した後の指標等となっている。

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用し、「リース
に関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日）第118項ただし書きを適
用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、当中間連結会計期間に係
る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と
なっている。

第2　事業の状況

3　重要な契
約等

開示府令が改正されている。改正の概要は以下のとおりであり、2025年3月期
の有価証券報告書において既に適用されている開示に関連した事項である。
（1）　開示項目名の変更
　開示項目名が「経営上の重要な契約等」から「重要な契約等」に変更されて
いる。これは、「経営上」という文言が含まれているがゆえに典型的な経営上の
契約以外の契約の開示が十分になされてこなかったと考えられ、「経営上」とい
う点に重きを置くものではないことを明確化することを意図している。
（2）　開示対象となる契約の明確化
　従前から例示されていた項目（事業の賃貸借契約、経営の委任契約、他人と
事業上の損益全部を共通にする契約、技術援助契約、合併、事業譲受、事業譲
渡、株式交換、株式移転、株式交付、会社分割等）に加えて、以下に関する合
意についての記載が求められることが明確化された。
　①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　③　ローン契約と社債に付される財務上の特約

　なお、例示されている類型に該当しない場合であっても、企業にとって重要
な契約等である場合には開示を行う必要がある点に留意が必要である。また、
法的拘束力を有する合意が開示対象となるため、口頭の合意であったとしても、
当該合意が法的拘束力を有する場合には、開示の対象になると考えられる。

　主な開示項目及び留意点は以下のとおりである。
①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社（提出会社が持株会社
の場合には、その子会社を含む。）が、提出会社の株主（完全親会社を除く）と
の間で、以下のガバナンスに影響を及ぼし得る合意を含む契約（重要性の乏し
いものを除く。）を締結した場合又は当該契約に重要な変更若しくは解約があっ
た場合、当該契約の概要や合意の目的及び、当該合意に係る意思決定に至る過
程、当該合意がガバナンスに及ぼす影響等を具体的に開示する。
　（a）　役員候補者指名権の合意
　（b）　議決権行使内容を拘束する合意
　（c）　事前承諾事項等に関する合意
　（留意事項）
　・ 提出会社の株主が完全親会社である場合を除き、親会社との契約について

も開示対象となる。
　・ 「提出会社の株主」とは名義株主を指す。ただし、いわゆる実質株主との間
で合意を締結しており、当該株主が実質株主であることを提出会社が把握
している場合には、これを任意に開示することが望ましいと考えられる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響を踏まえ、個別事案ご
とに実態に即して判断する。

記載上の注意（9）
開示府令第19条第

2項第12号の4及び
第20号
開示ガイドライン

5-6、5-17から5-17-7
及び24の5-7
パブコメ（重要な
契約等）No.9、13
から17、42から44、
48、49、64、65、
83、84、89、125
及び126

②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社が、提出会社の株主（大
量保有報告書を提出した株主）との間で、以下の株主保有株式の処分等に関す
る合意を含む契約（重要性の乏しいものを除く。）を締結した場合又は当該契約
に重要な変更若しくは解約があった場合、当該契約の概要や合意の目的、当該
合意に係る意思決定に至る過程等を具体的に開示する。
　（a）　保有株式の譲渡等の禁止・制限の合意
　（b）　保有株式の買増しの禁止に関する合意
　（c）　株式の保有比率の維持の合意
　（d）　契約解消時の保有株式の売渡請求の合意
　（留意事項）
　・ 株主単独での持分が5%以下となる場合であっても共同保有者として大量保

有報告書が提出されている場合には、当該共同保有者との合意も開示対象
となる。

　・ 未公表の重要事実に関連して締結されたものであって、これらの合意が、
未公表の重要事実に関する交渉又は検討に係る期間を踏まえて一定の期間
に限り有効なものである場合は「重要性の乏しいもの」として開示対象外
となる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響の程度や当該契約が通
常の事業過程において締結されたものであるか否か等を考慮して、個別事
案ごとに実態に即して判断する。

③　ローン契約と社債に付される財務上の特約
　 　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社又はその連結子会社
が、財務上の特約が付されたローン契約の締結又は財務上の特約が付された
社債の発行をした場合において、これらの財務上の特約が連結会社の財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性の
あるものであるときは、当該ローン契約又は社債の概要、財務上の特約の内
容及び財務上の特約が付された年月日を開示する。

　 　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した財
務上の特約その他当該提出会社若しくは当該連結会社の財政状態、経営成績
及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性のある特約が付
されたローン契約又は社債について、以下について開示する。

　　（a）　 弁済期限若しくは償還期限又はこれらの特約の内容の変更（当該特約
に定める事由及び当該事由の発生があった場合の効果に照らして軽微
なものを除く。）があった場合には、当該変更の内容及び年月日

　　（b）　 これらの特約に定める一定の事由の発生があった場合には、その事
由の内容及び当該事由が発生した年月日並びに当該事由を解消し、又
は改善するための対応策

　（留意事項）
　・ 「財務上の特約」とは開示府令第19条第2項第12号の4又は第20号に規定す

る半期報告書提出会社又はその連結子会社が、「財務指標があらかじめ定め
た基準を維持することができない事由が生じたことを条件として当該提出
会社が期限の利益を喪失する旨の特約」を指す。

　・ 対象となるローン契約又は社債は、債務の元本の額又は社債の発行価額の
総額が、最近事業年度の末日における連結純資産額の10%以上に相当する
ものである。ただし、ノンリコースローンの場合は、その残高が連結純資
産額の10%以上である場合であっても、当該資産又は収益の評価額等に照
らして想定される損失の額が当該基準を下回ることが明らかである場合に
は開示を要しない。

　・ 「財務上の特約」に定められた事由が生じていない段階から開示が必要であ
る。

　・ 開示対象は「財務上の特約」に限られず、投資者の投資判断に重要な影響
を及ぼすと考えられるものについても開示が求められる。

　・ 開示対象となる「財務上の特約」には連結子会社との間で締結するものは
含まれない。

第3　提出会社の状況

1　株式等の
状況
　（４）発行済
株式総数、資
本金等の推移

　開示府令が改正され、事後交付型株式による株券の交付が行われた場合の記
載が追加された。
　所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は
店頭売買有価証券に該当するものに限る。）を交付する旨の定めに基づく株券の
交付（以下「事後交付型株式による株券の交付」という）による発行済株式総
数、資本金及び資本準備金の増加については、当中間会計期間中のそれぞれの
合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるものである旨を欄外
に記載する。

記載上の注意（14）
b

第4　経理の状況

冒頭記載 　新リース会計基準等を早期適用する場合、経理の状況の冒頭に連結財規等の
附則に基づいている旨の記載をすることが望ましいと考えられる（作成要領81
ページ　作成にあたってのポイント④）。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領76ページ）

1．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に
関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」とい
う。）に基づいて作成している。
　なお、当中間連結会計期間（○年4月1日から○年9月30日まで）は、「財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則及び連結財務諸表の用語、
様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（令和7年3月24
日内閣府令第20号）附則第3条第1項ただし書きにより、改正後の連結財務
諸表規則に基づいて作成している。
　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げ
る会社に該当し、連結財務諸表規則第1編及び第3編の規定により第1種中間
連結財務諸表を作成している。

記載上の注意（18）

1　中間連結
財務諸表

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針第118項ただ
し書きの方法を適用する借手は、適用初年度の比較情報について、新たな表示
方法による組替えを行わない。

新リース適用指針
第136項

注記事項
（会計方針の変
更等）
新リース会計
基準の早期適
用

　新リース会計基準等を早期適用する場合には、原則的な方法と新リース適用
指針118項ただし書きの方法が認められている。また、実務上の負担を軽減す
るための経過措置が設けられている。これらの経過措置を適用する場合におい
て、重要性があるときは、当該経過措置に係る記載を行うことになると考えら
れる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、原則的な方法の記載事例は以下
のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

　（作成要領124ページ）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。これらの会計
方針の変更は遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度につい
ては遡及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっている。
　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前中間連結会計期間の売上高が
XXX百万円減少し、売上原価はXXX百万円減少し、販売費及び一般管理費は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円増加し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。また、前連結会計年度の
有形固定資産はXXX百万円増加し、無形固定資産の「その他」はXXX百万円
増加し、流動負債の「その他」はXXX百万円増加し、固定負債の「その他」
はXXX百万円増加している。さらに、前連結会計年度の期首の純資産に累積
的影響額が反映されたことにより前連結会計年度の利益剰余金の期首残高は
XXX百万円減少している。

　また、新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針118項
ただし書きの方法の記載事例は以下のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

以下の経過措置を適用する。
・ リース適用指針第119項（1）に従って、適用初年度の前連結会計年度の期末日
において「リース取引に関する会計基準」（2007年3月30日。以下「企業会
計基準第13号」という。）を適用しているリース取引については、契約にリー
スが含まれているか否かを判断することを行わないこと

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131

・ リース適用指針第119項（2）に従って、適用初年度の期首時点で存在する企業
会計基準第13号を適用していない契約については、適用初年度の期首時点で
存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含まれているか否かを判断
すること

　（作成要領126ページ及び128ページを基に筆者作成）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。

（1）　借手及び貸手
　リース会計基準等の適用については、「リースに関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日。以下「リース適用
指針」という。）第118項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、
当中間連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を当中間連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残
高から新たな会計方針を適用している。当該経過的な取扱いの適用にあたっ
て、リース適用指針第119項（1）及び（2）に定める方法を適用し、前連結会計
年度の期末日において「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13
号　2007年3月30日。以下「企業会計基準第13号」という。）を適用して
いるリース取引については契約にリースが含まれているか否かを判断するこ
とを行わずにリース会計基準等を適用し、当中間連結会計期間の期首時点で
存在する企業会計基準第13号を適用していない契約については当中間連結
会計期間の期首時点で存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含ま
れているか否かを判断している。

（2）　借手
　借手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　また、リース適用指針第136項に定める経過的な取扱いに従って、前連結
会計年度及び前中間連結会計期間について新たな表示方法による組替えを
行っていない。
　（略）

（3）貸手
　貸手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　この結果、当中間連結会計期間の売上高がXXX百万円減少し、売上原価は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円減少し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。

注記事項
（会計方針の変
更等）
改正金融商品
実務指針の早
期適用

　改正金融商品実務指針は、2025年4月1日以後開始する連結会計年度及び事
業年度の期首からの早期適用が認められている。改正金融商品実務指針を早期
適用する場合、会計方針の変更において注記をすることになると考えられる（作
成要領133ページ　作成にあたってのポイント⑩）。
　なお、改正金融商品実務指針の適用にあたっては、遡及適用が認められてい
ない点に留意が必要となる。

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131
改正金融商品実務
指針第195-20項及
び第205-2項

注記事項
（中間連結損益
計算書関係）

　国際最低課税額に対する法人税等は、「法人税、住民税及び事業税」等の適切
な科目をもって表示するとされている。この場合に、国際最低課税額に対する
法人税等に重要性があるときは、当該金額を注記する。
　また、実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会
計期間を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上し
ない場合には、その旨を注記する。

　実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会計期間
を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上しない場
合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領144ページ）

　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計
処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　2024年3月22日）
第7項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低
課税額に対する法人税等を計上していない。

連結財規第170条
実務対応報告第46
号第7項、第9項、第
10項及び第13項

注記事項
（金融商品関
係）

新リース会計基準等を早期適用する場合、リース負債については、金融商品の
時価等に関する注記の対象外となる。

連結財規第111条
金融商品時価開示
適用指針第4項

以　上

6　テクニカルセンター　会計情報　Vol. 591 / 2025. 11　© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.



項　目 留　意　点 備　考

第一部　企業情報

第1　企業の概況

1　主要な経
営指標等の推
移

　新リース会計基準等は、2025年4月1日以後開始する年度の期首から適用す
ることができるとされており（新リース会計基準第58項ただし書き）、適用初
年度においては、以下の方法が認められている。
①　 新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する方法（以下「原則的

な方法」という）（新リース適用指針第118項本文）
②　 経過措置として、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し

た場合の適用初年度の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余金に加
減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する方法（以下「新リース
適用指針118項ただし書きの方法」という）（新リース適用指針第118項た
だし書き）

　新リース会計基準等を早期適用した場合、主要な経営指標等の推移の記載に
ついて、次の事項に留意が必要となる。
①　 原則的な方法に従い遡及適用を行った場合は、主要な経営指標等の推移の
記載について、遡及適用の内容を反映しなければならない。また、遡及適
用の内容を反映した場合は、その旨を注記しなければならない。

②　 新リース適用指針第118項ただし書きの方法を適用した場合、経過措置に
重要性があるときは、会計方針の変更に関する注記と同様に、当該経過措
置に係る記載を行うことになると考えられる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

記載上の注意（5）
開示ガイドライン

5-12-2及び24の5-7

　（作成要領10ページ）

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び
前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡っ
て適用した後の指標等となっている。

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用し、「リース
に関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日）第118項ただし書きを適
用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、当中間連結会計期間に係
る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と
なっている。

第2　事業の状況

3　重要な契
約等

開示府令が改正されている。改正の概要は以下のとおりであり、2025年3月期
の有価証券報告書において既に適用されている開示に関連した事項である。
（1）　開示項目名の変更
　開示項目名が「経営上の重要な契約等」から「重要な契約等」に変更されて
いる。これは、「経営上」という文言が含まれているがゆえに典型的な経営上の
契約以外の契約の開示が十分になされてこなかったと考えられ、「経営上」とい
う点に重きを置くものではないことを明確化することを意図している。
（2）　開示対象となる契約の明確化
　従前から例示されていた項目（事業の賃貸借契約、経営の委任契約、他人と
事業上の損益全部を共通にする契約、技術援助契約、合併、事業譲受、事業譲
渡、株式交換、株式移転、株式交付、会社分割等）に加えて、以下に関する合
意についての記載が求められることが明確化された。
　①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　③　ローン契約と社債に付される財務上の特約

　なお、例示されている類型に該当しない場合であっても、企業にとって重要
な契約等である場合には開示を行う必要がある点に留意が必要である。また、
法的拘束力を有する合意が開示対象となるため、口頭の合意であったとしても、
当該合意が法的拘束力を有する場合には、開示の対象になると考えられる。

　主な開示項目及び留意点は以下のとおりである。
①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社（提出会社が持株会社
の場合には、その子会社を含む。）が、提出会社の株主（完全親会社を除く）と
の間で、以下のガバナンスに影響を及ぼし得る合意を含む契約（重要性の乏し
いものを除く。）を締結した場合又は当該契約に重要な変更若しくは解約があっ
た場合、当該契約の概要や合意の目的及び、当該合意に係る意思決定に至る過
程、当該合意がガバナンスに及ぼす影響等を具体的に開示する。
　（a）　役員候補者指名権の合意
　（b）　議決権行使内容を拘束する合意
　（c）　事前承諾事項等に関する合意
　（留意事項）
　・ 提出会社の株主が完全親会社である場合を除き、親会社との契約について

も開示対象となる。
　・ 「提出会社の株主」とは名義株主を指す。ただし、いわゆる実質株主との間
で合意を締結しており、当該株主が実質株主であることを提出会社が把握
している場合には、これを任意に開示することが望ましいと考えられる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響を踏まえ、個別事案ご
とに実態に即して判断する。

記載上の注意（9）
開示府令第19条第

2項第12号の4及び
第20号
開示ガイドライン

5-6、5-17から5-17-7
及び24の5-7
パブコメ（重要な
契約等）No.9、13
から17、42から44、
48、49、64、65、
83、84、89、125
及び126

②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社が、提出会社の株主（大
量保有報告書を提出した株主）との間で、以下の株主保有株式の処分等に関す
る合意を含む契約（重要性の乏しいものを除く。）を締結した場合又は当該契約
に重要な変更若しくは解約があった場合、当該契約の概要や合意の目的、当該
合意に係る意思決定に至る過程等を具体的に開示する。
　（a）　保有株式の譲渡等の禁止・制限の合意
　（b）　保有株式の買増しの禁止に関する合意
　（c）　株式の保有比率の維持の合意
　（d）　契約解消時の保有株式の売渡請求の合意
　（留意事項）
　・ 株主単独での持分が5%以下となる場合であっても共同保有者として大量保

有報告書が提出されている場合には、当該共同保有者との合意も開示対象
となる。

　・ 未公表の重要事実に関連して締結されたものであって、これらの合意が、
未公表の重要事実に関する交渉又は検討に係る期間を踏まえて一定の期間
に限り有効なものである場合は「重要性の乏しいもの」として開示対象外
となる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響の程度や当該契約が通
常の事業過程において締結されたものであるか否か等を考慮して、個別事
案ごとに実態に即して判断する。

③　ローン契約と社債に付される財務上の特約
　 　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社又はその連結子会社
が、財務上の特約が付されたローン契約の締結又は財務上の特約が付された
社債の発行をした場合において、これらの財務上の特約が連結会社の財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性の
あるものであるときは、当該ローン契約又は社債の概要、財務上の特約の内
容及び財務上の特約が付された年月日を開示する。

　 　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した財
務上の特約その他当該提出会社若しくは当該連結会社の財政状態、経営成績
及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性のある特約が付
されたローン契約又は社債について、以下について開示する。

　　（a）　 弁済期限若しくは償還期限又はこれらの特約の内容の変更（当該特約
に定める事由及び当該事由の発生があった場合の効果に照らして軽微
なものを除く。）があった場合には、当該変更の内容及び年月日

　　（b）　 これらの特約に定める一定の事由の発生があった場合には、その事
由の内容及び当該事由が発生した年月日並びに当該事由を解消し、又
は改善するための対応策

　（留意事項）
　・ 「財務上の特約」とは開示府令第19条第2項第12号の4又は第20号に規定す

る半期報告書提出会社又はその連結子会社が、「財務指標があらかじめ定め
た基準を維持することができない事由が生じたことを条件として当該提出
会社が期限の利益を喪失する旨の特約」を指す。

　・ 対象となるローン契約又は社債は、債務の元本の額又は社債の発行価額の
総額が、最近事業年度の末日における連結純資産額の10%以上に相当する
ものである。ただし、ノンリコースローンの場合は、その残高が連結純資
産額の10%以上である場合であっても、当該資産又は収益の評価額等に照
らして想定される損失の額が当該基準を下回ることが明らかである場合に
は開示を要しない。

　・ 「財務上の特約」に定められた事由が生じていない段階から開示が必要であ
る。

　・ 開示対象は「財務上の特約」に限られず、投資者の投資判断に重要な影響
を及ぼすと考えられるものについても開示が求められる。

　・ 開示対象となる「財務上の特約」には連結子会社との間で締結するものは
含まれない。

第3　提出会社の状況

1　株式等の
状況
　（４）発行済
株式総数、資
本金等の推移

　開示府令が改正され、事後交付型株式による株券の交付が行われた場合の記
載が追加された。
　所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は
店頭売買有価証券に該当するものに限る。）を交付する旨の定めに基づく株券の
交付（以下「事後交付型株式による株券の交付」という）による発行済株式総
数、資本金及び資本準備金の増加については、当中間会計期間中のそれぞれの
合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるものである旨を欄外
に記載する。

記載上の注意（14）
b

第4　経理の状況

冒頭記載 　新リース会計基準等を早期適用する場合、経理の状況の冒頭に連結財規等の
附則に基づいている旨の記載をすることが望ましいと考えられる（作成要領81
ページ　作成にあたってのポイント④）。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領76ページ）

1．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に
関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」とい
う。）に基づいて作成している。
　なお、当中間連結会計期間（○年4月1日から○年9月30日まで）は、「財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則及び連結財務諸表の用語、
様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（令和7年3月24
日内閣府令第20号）附則第3条第1項ただし書きにより、改正後の連結財務
諸表規則に基づいて作成している。
　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げ
る会社に該当し、連結財務諸表規則第1編及び第3編の規定により第1種中間
連結財務諸表を作成している。

記載上の注意（18）

1　中間連結
財務諸表

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針第118項ただ
し書きの方法を適用する借手は、適用初年度の比較情報について、新たな表示
方法による組替えを行わない。

新リース適用指針
第136項

注記事項
（会計方針の変
更等）
新リース会計
基準の早期適
用

　新リース会計基準等を早期適用する場合には、原則的な方法と新リース適用
指針118項ただし書きの方法が認められている。また、実務上の負担を軽減す
るための経過措置が設けられている。これらの経過措置を適用する場合におい
て、重要性があるときは、当該経過措置に係る記載を行うことになると考えら
れる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、原則的な方法の記載事例は以下
のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

　（作成要領124ページ）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。これらの会計
方針の変更は遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度につい
ては遡及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっている。
　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前中間連結会計期間の売上高が
XXX百万円減少し、売上原価はXXX百万円減少し、販売費及び一般管理費は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円増加し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。また、前連結会計年度の
有形固定資産はXXX百万円増加し、無形固定資産の「その他」はXXX百万円
増加し、流動負債の「その他」はXXX百万円増加し、固定負債の「その他」
はXXX百万円増加している。さらに、前連結会計年度の期首の純資産に累積
的影響額が反映されたことにより前連結会計年度の利益剰余金の期首残高は
XXX百万円減少している。

　また、新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針118項
ただし書きの方法の記載事例は以下のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

以下の経過措置を適用する。
・ リース適用指針第119項（1）に従って、適用初年度の前連結会計年度の期末日
において「リース取引に関する会計基準」（2007年3月30日。以下「企業会
計基準第13号」という。）を適用しているリース取引については、契約にリー
スが含まれているか否かを判断することを行わないこと

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131

・ リース適用指針第119項（2）に従って、適用初年度の期首時点で存在する企業
会計基準第13号を適用していない契約については、適用初年度の期首時点で
存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含まれているか否かを判断
すること

　（作成要領126ページ及び128ページを基に筆者作成）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。

（1）　借手及び貸手
　リース会計基準等の適用については、「リースに関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日。以下「リース適用
指針」という。）第118項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、
当中間連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を当中間連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残
高から新たな会計方針を適用している。当該経過的な取扱いの適用にあたっ
て、リース適用指針第119項（1）及び（2）に定める方法を適用し、前連結会計
年度の期末日において「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13
号　2007年3月30日。以下「企業会計基準第13号」という。）を適用して
いるリース取引については契約にリースが含まれているか否かを判断するこ
とを行わずにリース会計基準等を適用し、当中間連結会計期間の期首時点で
存在する企業会計基準第13号を適用していない契約については当中間連結
会計期間の期首時点で存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含ま
れているか否かを判断している。

（2）　借手
　借手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　また、リース適用指針第136項に定める経過的な取扱いに従って、前連結
会計年度及び前中間連結会計期間について新たな表示方法による組替えを
行っていない。
　（略）

（3）貸手
　貸手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　この結果、当中間連結会計期間の売上高がXXX百万円減少し、売上原価は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円減少し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。

注記事項
（会計方針の変
更等）
改正金融商品
実務指針の早
期適用

　改正金融商品実務指針は、2025年4月1日以後開始する連結会計年度及び事
業年度の期首からの早期適用が認められている。改正金融商品実務指針を早期
適用する場合、会計方針の変更において注記をすることになると考えられる（作
成要領133ページ　作成にあたってのポイント⑩）。
　なお、改正金融商品実務指針の適用にあたっては、遡及適用が認められてい
ない点に留意が必要となる。

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131
改正金融商品実務
指針第195-20項及
び第205-2項

注記事項
（中間連結損益
計算書関係）

　国際最低課税額に対する法人税等は、「法人税、住民税及び事業税」等の適切
な科目をもって表示するとされている。この場合に、国際最低課税額に対する
法人税等に重要性があるときは、当該金額を注記する。
　また、実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会
計期間を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上し
ない場合には、その旨を注記する。

　実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会計期間
を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上しない場
合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領144ページ）

　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計
処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　2024年3月22日）
第7項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低
課税額に対する法人税等を計上していない。

連結財規第170条
実務対応報告第46
号第7項、第9項、第
10項及び第13項

注記事項
（金融商品関
係）

新リース会計基準等を早期適用する場合、リース負債については、金融商品の
時価等に関する注記の対象外となる。

連結財規第111条
金融商品時価開示
適用指針第4項

以　上
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項　目 留　意　点 備　考

第一部　企業情報

第1　企業の概況

1　主要な経
営指標等の推
移

　新リース会計基準等は、2025年4月1日以後開始する年度の期首から適用す
ることができるとされており（新リース会計基準第58項ただし書き）、適用初
年度においては、以下の方法が認められている。
①　 新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する方法（以下「原則的

な方法」という）（新リース適用指針第118項本文）
②　 経過措置として、適用初年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し

た場合の適用初年度の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余金に加
減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用する方法（以下「新リース
適用指針118項ただし書きの方法」という）（新リース適用指針第118項た
だし書き）

　新リース会計基準等を早期適用した場合、主要な経営指標等の推移の記載に
ついて、次の事項に留意が必要となる。
①　 原則的な方法に従い遡及適用を行った場合は、主要な経営指標等の推移の
記載について、遡及適用の内容を反映しなければならない。また、遡及適
用の内容を反映した場合は、その旨を注記しなければならない。

②　 新リース適用指針第118項ただし書きの方法を適用した場合、経過措置に
重要性があるときは、会計方針の変更に関する注記と同様に、当該経過措
置に係る記載を行うことになると考えられる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

記載上の注意（5）
開示ガイドライン

5-12-2及び24の5-7

　（作成要領10ページ）

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び
前連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡っ
て適用した後の指標等となっている。

［「リースに関する会計基準」（2024年9月13日）等を早期適用し、「リース
に関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日）第118項ただし書きを適
用している場合］

2．「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）
等を当中間連結会計期間の期首から適用しており、当中間連結会計期間に係
る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と
なっている。

第2　事業の状況

3　重要な契
約等

開示府令が改正されている。改正の概要は以下のとおりであり、2025年3月期
の有価証券報告書において既に適用されている開示に関連した事項である。
（1）　開示項目名の変更
　開示項目名が「経営上の重要な契約等」から「重要な契約等」に変更されて
いる。これは、「経営上」という文言が含まれているがゆえに典型的な経営上の
契約以外の契約の開示が十分になされてこなかったと考えられ、「経営上」とい
う点に重きを置くものではないことを明確化することを意図している。
（2）　開示対象となる契約の明確化
　従前から例示されていた項目（事業の賃貸借契約、経営の委任契約、他人と
事業上の損益全部を共通にする契約、技術援助契約、合併、事業譲受、事業譲
渡、株式交換、株式移転、株式交付、会社分割等）に加えて、以下に関する合
意についての記載が求められることが明確化された。
　①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　③　ローン契約と社債に付される財務上の特約

　なお、例示されている類型に該当しない場合であっても、企業にとって重要
な契約等である場合には開示を行う必要がある点に留意が必要である。また、
法的拘束力を有する合意が開示対象となるため、口頭の合意であったとしても、
当該合意が法的拘束力を有する場合には、開示の対象になると考えられる。

　主な開示項目及び留意点は以下のとおりである。
①　企業・株主間のガバナンスに関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社（提出会社が持株会社
の場合には、その子会社を含む。）が、提出会社の株主（完全親会社を除く）と
の間で、以下のガバナンスに影響を及ぼし得る合意を含む契約（重要性の乏し
いものを除く。）を締結した場合又は当該契約に重要な変更若しくは解約があっ
た場合、当該契約の概要や合意の目的及び、当該合意に係る意思決定に至る過
程、当該合意がガバナンスに及ぼす影響等を具体的に開示する。
　（a）　役員候補者指名権の合意
　（b）　議決権行使内容を拘束する合意
　（c）　事前承諾事項等に関する合意
　（留意事項）
　・ 提出会社の株主が完全親会社である場合を除き、親会社との契約について

も開示対象となる。
　・ 「提出会社の株主」とは名義株主を指す。ただし、いわゆる実質株主との間
で合意を締結しており、当該株主が実質株主であることを提出会社が把握
している場合には、これを任意に開示することが望ましいと考えられる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響を踏まえ、個別事案ご
とに実態に即して判断する。

記載上の注意（9）
開示府令第19条第

2項第12号の4及び
第20号
開示ガイドライン

5-6、5-17から5-17-7
及び24の5-7
パブコメ（重要な
契約等）No.9、13
から17、42から44、
48、49、64、65、
83、84、89、125
及び126

②　企業・株主間の株主保有株式の処分・買増し等に関する合意
　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社が、提出会社の株主（大
量保有報告書を提出した株主）との間で、以下の株主保有株式の処分等に関す
る合意を含む契約（重要性の乏しいものを除く。）を締結した場合又は当該契約
に重要な変更若しくは解約があった場合、当該契約の概要や合意の目的、当該
合意に係る意思決定に至る過程等を具体的に開示する。
　（a）　保有株式の譲渡等の禁止・制限の合意
　（b）　保有株式の買増しの禁止に関する合意
　（c）　株式の保有比率の維持の合意
　（d）　契約解消時の保有株式の売渡請求の合意
　（留意事項）
　・ 株主単独での持分が5%以下となる場合であっても共同保有者として大量保

有報告書が提出されている場合には、当該共同保有者との合意も開示対象
となる。

　・ 未公表の重要事実に関連して締結されたものであって、これらの合意が、
未公表の重要事実に関する交渉又は検討に係る期間を踏まえて一定の期間
に限り有効なものである場合は「重要性の乏しいもの」として開示対象外
となる。

　・ 一定の合意を含む契約のうち「重要性の乏しいもの」については開示対象
外であるが、「重要性の乏しいもの」に該当するか否かは、当該合意が提出
会社等のガバナンスや支配権、市場等に与える影響の程度や当該契約が通
常の事業過程において締結されたものであるか否か等を考慮して、個別事
案ごとに実態に即して判断する。

③　ローン契約と社債に付される財務上の特約
　 　当中間連結会計期間において、半期報告書の提出会社又はその連結子会社
が、財務上の特約が付されたローン契約の締結又は財務上の特約が付された
社債の発行をした場合において、これらの財務上の特約が連結会社の財政状
態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性の
あるものであるときは、当該ローン契約又は社債の概要、財務上の特約の内
容及び財務上の特約が付された年月日を開示する。

　 　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した財
務上の特約その他当該提出会社若しくは当該連結会社の財政状態、経営成績
及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性のある特約が付
されたローン契約又は社債について、以下について開示する。

　　（a）　 弁済期限若しくは償還期限又はこれらの特約の内容の変更（当該特約
に定める事由及び当該事由の発生があった場合の効果に照らして軽微
なものを除く。）があった場合には、当該変更の内容及び年月日

　　（b）　 これらの特約に定める一定の事由の発生があった場合には、その事
由の内容及び当該事由が発生した年月日並びに当該事由を解消し、又
は改善するための対応策

　（留意事項）
　・ 「財務上の特約」とは開示府令第19条第2項第12号の4又は第20号に規定す

る半期報告書提出会社又はその連結子会社が、「財務指標があらかじめ定め
た基準を維持することができない事由が生じたことを条件として当該提出
会社が期限の利益を喪失する旨の特約」を指す。

　・ 対象となるローン契約又は社債は、債務の元本の額又は社債の発行価額の
総額が、最近事業年度の末日における連結純資産額の10%以上に相当する
ものである。ただし、ノンリコースローンの場合は、その残高が連結純資
産額の10%以上である場合であっても、当該資産又は収益の評価額等に照
らして想定される損失の額が当該基準を下回ることが明らかである場合に
は開示を要しない。

　・ 「財務上の特約」に定められた事由が生じていない段階から開示が必要であ
る。

　・ 開示対象は「財務上の特約」に限られず、投資者の投資判断に重要な影響
を及ぼすと考えられるものについても開示が求められる。

　・ 開示対象となる「財務上の特約」には連結子会社との間で締結するものは
含まれない。

第3　提出会社の状況

1　株式等の
状況
　（４）発行済
株式総数、資
本金等の推移

　開示府令が改正され、事後交付型株式による株券の交付が行われた場合の記
載が追加された。
　所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は
店頭売買有価証券に該当するものに限る。）を交付する旨の定めに基づく株券の
交付（以下「事後交付型株式による株券の交付」という）による発行済株式総
数、資本金及び資本準備金の増加については、当中間会計期間中のそれぞれの
合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるものである旨を欄外
に記載する。

記載上の注意（14）
b

第4　経理の状況

冒頭記載 　新リース会計基準等を早期適用する場合、経理の状況の冒頭に連結財規等の
附則に基づいている旨の記載をすることが望ましいと考えられる（作成要領81
ページ　作成にあたってのポイント④）。

　新リース会計基準等を早期適用する場合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領76ページ）

1．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に
関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」とい
う。）に基づいて作成している。
　なお、当中間連結会計期間（○年4月1日から○年9月30日まで）は、「財
務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則及び連結財務諸表の用語、
様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（令和7年3月24
日内閣府令第20号）附則第3条第1項ただし書きにより、改正後の連結財務
諸表規則に基づいて作成している。
　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げ
る会社に該当し、連結財務諸表規則第1編及び第3編の規定により第1種中間
連結財務諸表を作成している。

記載上の注意（18）

1　中間連結
財務諸表

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針第118項ただ
し書きの方法を適用する借手は、適用初年度の比較情報について、新たな表示
方法による組替えを行わない。

新リース適用指針
第136項

注記事項
（会計方針の変
更等）
新リース会計
基準の早期適
用

　新リース会計基準等を早期適用する場合には、原則的な方法と新リース適用
指針118項ただし書きの方法が認められている。また、実務上の負担を軽減す
るための経過措置が設けられている。これらの経過措置を適用する場合におい
て、重要性があるときは、当該経過措置に係る記載を行うことになると考えら
れる。

　新リース会計基準等を早期適用する場合で、原則的な方法の記載事例は以下
のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

　（作成要領124ページ）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。これらの会計
方針の変更は遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度につい
ては遡及適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっている。
　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前中間連結会計期間の売上高が
XXX百万円減少し、売上原価はXXX百万円減少し、販売費及び一般管理費は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円増加し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。また、前連結会計年度の
有形固定資産はXXX百万円増加し、無形固定資産の「その他」はXXX百万円
増加し、流動負債の「その他」はXXX百万円増加し、固定負債の「その他」
はXXX百万円増加している。さらに、前連結会計年度の期首の純資産に累積
的影響額が反映されたことにより前連結会計年度の利益剰余金の期首残高は
XXX百万円減少している。

　また、新リース会計基準等を早期適用する場合で、新リース適用指針118項
ただし書きの方法の記載事例は以下のとおりである。
記載事例の前提
・ 貸手としてのリースはリース適用指針第71項（1）における「製造又は販売を
事業とする貸手が当該事業の一環で行うリース」である。

以下の経過措置を適用する。
・ リース適用指針第119項（1）に従って、適用初年度の前連結会計年度の期末日
において「リース取引に関する会計基準」（2007年3月30日。以下「企業会
計基準第13号」という。）を適用しているリース取引については、契約にリー
スが含まれているか否かを判断することを行わないこと

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン
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・ リース適用指針第119項（2）に従って、適用初年度の期首時点で存在する企業
会計基準第13号を適用していない契約については、適用初年度の期首時点で
存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含まれているか否かを判断
すること

　（作成要領126ページ及び128ページを基に筆者作成）

（会計方針の変更）
　「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日。以
下「リース会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用し
ている。リース会計基準等の適用に伴い、借手のすべてのリースについて
リース開始日に使用権資産及びリース負債を計上することとした。また、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。貸手のリース
のうちファイナンス・リースについては、リース開始日に貸手のリース料か
ら利息相当額を控除した金額で売上高を計上し、利息相当額を各期の収益と
して計上することとし、オペレーティング・リースについては、
　　　　　　（会計方針の変更の具体的な内容）　　　　　　。

（1）　借手及び貸手
　リース会計基準等の適用については、「リースに関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日。以下「リース適用
指針」という。）第118項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、
当中間連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を当中間連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残
高から新たな会計方針を適用している。当該経過的な取扱いの適用にあたっ
て、リース適用指針第119項（1）及び（2）に定める方法を適用し、前連結会計
年度の期末日において「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13
号　2007年3月30日。以下「企業会計基準第13号」という。）を適用して
いるリース取引については契約にリースが含まれているか否かを判断するこ
とを行わずにリース会計基準等を適用し、当中間連結会計期間の期首時点で
存在する企業会計基準第13号を適用していない契約については当中間連結
会計期間の期首時点で存在する事実及び状況に基づいて契約にリースが含ま
れているか否かを判断している。

（2）　借手
　借手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　また、リース適用指針第136項に定める経過的な取扱いに従って、前連結
会計年度及び前中間連結会計期間について新たな表示方法による組替えを
行っていない。
　（略）

（3）貸手
　貸手のリースについては、（1）に加えて、以下の経過的な取扱いを適用し
ている。
　（略）
　この結果、当中間連結会計期間の売上高がXXX百万円減少し、売上原価は
XXX百万円減少し、営業利益はXXX百万円減少し、経常利益及び税金等調整
前中間純利益がそれぞれXXX百万円減少している。

注記事項
（会計方針の変
更等）
改正金融商品
実務指針の早
期適用

　改正金融商品実務指針は、2025年4月1日以後開始する連結会計年度及び事
業年度の期首からの早期適用が認められている。改正金融商品実務指針を早期
適用する場合、会計方針の変更において注記をすることになると考えられる（作
成要領133ページ　作成にあたってのポイント⑩）。
　なお、改正金融商品実務指針の適用にあたっては、遡及適用が認められてい
ない点に留意が必要となる。

連結財規第102条
財規第131条
連結財規ガイドラ
イン102
財規ガイドライン

131
改正金融商品実務
指針第195-20項及
び第205-2項

注記事項
（中間連結損益
計算書関係）

　国際最低課税額に対する法人税等は、「法人税、住民税及び事業税」等の適切
な科目をもって表示するとされている。この場合に、国際最低課税額に対する
法人税等に重要性があるときは、当該金額を注記する。
　また、実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会
計期間を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上し
ない場合には、その旨を注記する。

　実務対応報告第46号第7項を適用し、中間連結会計期間及び当中間会計期間
を含む対象会計年度に関する国際最低課税額に対する法人税等を計上しない場
合の記載事例は以下のとおりである。

　（作成要領144ページ）

　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計
処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　2024年3月22日）
第7項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低
課税額に対する法人税等を計上していない。

連結財規第170条
実務対応報告第46
号第7項、第9項、第
10項及び第13項

注記事項
（金融商品関
係）

新リース会計基準等を早期適用する場合、リース負債については、金融商品の
時価等に関する注記の対象外となる。

連結財規第111条
金融商品時価開示
適用指針第4項

以　上
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※本稿で使用されている法令又は会計基準等の正式名称

開示府令 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和48年大蔵省令第5号）（最終改正令和7年3月28日
内閣府令第23号）

開示ガイドライン 企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等開示ガイドライン）（令和7年2月金
融庁企画市場局）

記載上の注意 開示府令第四号の三様式（記載上の注意）

連結財規 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）（最終改
正令和7年3月31日内閣府令第31号）

連結財規ガイドライン 「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意事項について
（連結財務諸表規則ガイドライン）（令和7年3月金融庁企画市場局）

財規 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）（最終改正
令和7年4月1日内閣府令第36号）

財規ガイドライン 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意事項について
（財務諸表等規則ガイドライン）（令和7年4月金融庁企画市場局）

令和5年開示府令等の一
部改正府令

企業内容等の開示に関する内閣府令及び特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令の一
部を改正する内閣府令（令和5年内閣府令第81号）

令和7年開示府令等の一
部改正府令

企業内容等の開示に関する内閣府令及び金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正す
る内閣府令（令和7年内閣府令第13号）

パブコメ（重要な契約等） 「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（案）」に対するパブリック
コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え方（2023年12月22日公表）

新リース会計基準等 新リース会計基準及び新リース適用指針

新リース会計基準 企業会計基準第34号「リースに関する会計基準」（2024年9月13日企業会計基準委員会）

新リース適用指針 企業会計基準適用指針第33号「リースに関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日企業
会計基準委員会）

実務対応報告第46号 実務対応報告第46号「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に
関する取扱い」（2024年3月22日企業会計基準委員会）

改正金融商品実務指針 移管指針第9号「金融商品会計に関する実務指針」（最終改正2025年3月11日企業会計基準委
員会）

改正包括利益会計基準 企業会計基準第25号「包括利益の表示に関する会計基準」（最終改正2025年3月11日企業会
計基準委員会）

改正株主資本適用指針 企業会計基準適用指針第9号「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」（最終改
正2025年3月11日企業会計基準委員会）

改正法人税等会計基準 企業会計基準第27号「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（最終改正2025年3
月11日企業会計基準委員会）

改正税効果適用指針 企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（最終改正2025年3
月11日企業会計基準委員会）

改正実務対応報告第10号 実務対応報告第10号「種類株式の貸借対照表価額に関する実務上の取扱い」（改正2025年3
月11日企業会計基準委員会）

金融商品時価開示適用指
針

企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（最終改正2024
年9月13日企業会計基準委員会）

作成要領 公益財団法人　財務会計基準機構『半期報告書の作成要領』（2025年9月期提出用）
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